
・平成12年6月 改正社会福祉法施行
平成15年4月以降、都道府県は「地域福祉支援計画」を、

市町村は「地域福祉計画」 を策定することを規定

・大阪市地域福祉計画（第１期：平成16～20年度、第２期：平成21～23年度）

・大阪市地域福祉推進指針（平成24年12月～）

・市域を対象として、地域福祉の具体的推進方策を記載
・各区の地域福祉アクションプランの推進と、市全体での支援方法を記載

・各区における地域福祉の推進のための「方向性」のみ局が区へ提示
・指針の方向性をベースとして、各区の実情に応じて区地域福祉ビジョン
を策定

地域福祉計画のこれまでの経過と今後の方向性について

年度 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32

地域福祉計画

（仮称）地域福祉基本計画

高齢者保健福祉計画

介護保険事業計画

障がい者支援計画

障がい福祉計画

地域福祉推進指針
（仮称）
地域福祉基本計画

第5期計画 第6期計画 新たな計画

障がい者支援計画
（※中間見直しを実施）

第3期 障がい福祉計画 第4期 障がい福祉計画

新たな計画

第2期
地域福祉計画

第4期
計画

＜区の意見＞

各区に共通する福祉課題や法改正等への対応は、統一的な解釈や最低限
実施すべきものを局で定め各区へ具体案を示して欲しい。
区はその上で地域の実情に応じた取組を進めて行く。

＜社会福祉審議会地域福祉専門分科会の意見＞
・都道府県が市町村を支援するため「地域福祉支援計画」を策定しているように、
本市においても各区を支援するための「地域福祉支援計画」を策定する必要
がある。

・市全域において広域的に共通した取組を進めるため、市レベルの計画が必要
である。

各区の取組をさらに強力に支援していくため、市レベルの計画を策定

１ 地域福祉計画のこれまでの経過 ２ 今後の方向性

３ 計画期間について ４ スケジュール

年度 時期 内容

28
9・10月

○社会福祉審議会地域福祉専門分科会
（審議会）の体制整備

11月

10月

○庁内検討

○意見聴取

・相談支援事業者等の現場の意見

・審議会における専門的な意見

29 12月 ○パブリックコメント

３月

○市会議論

○審議会とりまとめ

○決定

30 ４月 ○施行

～



（仮称）地域福祉基本計画の策定について

地域福祉推進指針（現状） （仮称）地域福祉基本計画

・局は全市一律の
事業構築を行わず、
区が実情に応じた
独自事業を構築・
実施している。

・局が統一的な法解釈や最低限実施すべきものを定め、各
区に具体案を提示することにより、区は実情に応じた施策
の展開に専念することができる。

・介護職員への研修や市民後見人の養成等を、
福祉局において統一的に実施してきた。

・必要性は示している
ものの、具体的な
取組は明記されて
いない。

・福祉人材等の育成・確保や福祉に携わる本市職員の専門
性の確保については、各区単位で実施することは非効率
であり、中長期的な視点を持って局で実施するべき。
（そのうえで、区は実情に応じた取組を実施）

各福祉分野（高齢者、障がい者、こども・子育て等）の連携について
①支え合いのための「地域づくり」

これまで社会福祉協議会が中心となり取組が進められてきたが、介護保険制度や生活困窮者自立支援制度においても、これまでの
個別支援に加え「地域づくり」に取り組むこととされており、効果的な連携手法について検討が必要。

②相談支援体制の整備

福祉分野ごとに相談支援機関が設置されるなど、サービスや機能は充実してきたが、福祉課題が複雑化・多様化・深刻化する中、
ひとつの分野だけでは十分な支援につながらない事例（※）が多くなっており、横断的に連携する仕組みの構築が必要。
また、今後重点的に取り組む必要がある「こどもの貧困対策」においても、各福祉分野の連携が極めて重要。

最低限実施すべき部分も
区が構築

大阪市全体の実情に応じて、
局が統一的に構築

・局が統一的な考え方や法解釈を示したうえで、
全市一律の事業構築を行い、区において事業
実施してきた。

１ 実態調査から見えてきた課題と今後の方向性

２ 新たな課題として、盛り込むべき事項

・区の実情は最大限反映されるもの
の、各区に共通する基礎的な部分
も含めた事業の企画・立案を行っ
ており、事業実施まで多くの時間
を要している。

・介護職など福祉施設従事者の人材
不足は全国的な課題。

・区役所は、虐待対応等の権利擁護
の取組や、相談支援機関の中心的
な役割を担うことが求められており、
職員の専門性の確保が課題。

【指針】 【課題】 【今後の方向性】

・これらの新しい課題については、学識経験者等の意見も
お聞きしながら施策を構築していく必要があることから、
局で検討を行ったうえで区へその機能を示し、区はそれに
基づき、実情に応じた事業を構築する。

変更可能
部 分

基礎的
部 分

変更可能
部 分

変更可能
部 分

基礎的
部 分

各区が区の実情に応じて構築

Ａ区 Ｂ区 Ｃ区
Ｄ区

Ｅ区

各区が区の実情に応じて構築

Ａ区
Ｂ区 Ｃ区

Ｄ区
Ｅ区

【計画】

（１）各区に共通する福祉課題や法改正等への対応について

【具体例】
地域における要援護者の見守りネットワーク強化事業

各区に共通する課題であった「要援護者の見守り」について、
・ 局において最低限実施すべき標準的な事業を構築したうえ
で区に提示。

・ 区は実情に応じて事業の上積み等を実施。
（２）福祉人材等の育成・確保について

※（例） 夫のＤＶから逃れた母と発達障がいがある児童の２人世帯 、 高齢で認知症の母と知的障がいがある息子がいる世帯

【今後の方向性】

第１期：平成16～20年度
第２期：平成21～23年度地域福祉計画

区地域福祉ビジョン区地域福祉ビジョン地域福祉計画

（仮称）
地域福祉
基本計画

平成24年12月～

方向性のみ局が区へ提示

地域福祉推進指針

（仮称）地域福祉基本計画期間については、
高齢者、障がい者等の各種福祉計画と同期間の
平成30年４月～平成33年３月（３年間）とする。

基礎的
部 分

最低限実施すべき部分は
局が構築

方向性を示した「指針」を包含

基礎的
部 分

最低限実施すべき部分は
局が構築

方向性は局が提示



年

月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月

庁内会議

策定委員会

区政会議等 区政会議 区政会議
パブリック
    コメント

区政会議
     　策定

その他
市福祉

 基本計画

福島区地域福祉ビジョンにかかる策定スケジュール（予定）

平成２９年度 平成３０年度



所　　属 氏　　名

1 区長アドバイザー 竹村　安子

2 区政会議　保健福祉・総務部会 三木　一誠

3 区政会議　保健福祉・総務部会 植田　哲行

4 区政会議　保健福祉・総務部会 渋谷　光央

5 区政会議　保健福祉・総務部会 和田　和子

6
子ども子育て関係

大阪市立鷺洲小学校校長
松井　奈津子

7
障がい関係事業者

社会福祉法人はづき福祉会　ワークはづき　理事
水本　英美

8
福祉関係事業者

わっふる合同会社　相談支援センターりんく　管理者
中本　勝也

9
高齢者関係事業者

株式会社ベネッセスタイルケア　グランダ野田　ホーム長
白坂　聡子

10 福島区社会福祉協議会　地域支援担当副主幹 河元　義和

11 福島区社会福祉協議会　地域支援担当主査 山元　智美

順序不同
290401

福島区地域福祉ビジョン策定委員会名簿


	10_地域福祉計画のこれまでの経過と今後の方向性について
	策定に向けたスケジュール290606
	策定委員会メンバー

